　　　　（介護・訓練等給付費，地域生活支援事業）の
　　　　　障がい福祉サービス提供に係る事故報告書　【1/2】
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日
	指定事業所番号
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


倉敷市長　　様
指定事業所所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　事業所名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　管理者の
　　　　　　　　　　　　　　　　職・氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	対象者　氏名
（年齢・性別）
	（　　　歳　　□男　□女）
	保護者　氏　名
	

	受給者番号
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	　　　　連絡先
	℡　　（　　　）　　

	障害の種類
	身体障害（上肢・下肢・視覚・聴覚・内部機能）
・精神障害・知的障害（等級　　）・その他（　　　　）
	障害
支援区分
	区分　

	対象者住所
	〒
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　℡　　（　　　）

	事故発生日時
	令和　　年　　月　　日（　　）　午前・午後　　　時　　分頃

	場所
	（発生場所）
□事業所内　　□その他

	○事故の概要（発生時の具体的状況）


	○事故発生時の対応・経過（管理者や医師への報告（医療機関名），受給者に対する処置，その後の経過などを具体的に）
【受診医療機関名】　　　　　　　　　　　　　　【受診日時】
【継続受診の要否】要・否

【医療費の対応】利用者の医療保険・事業所負担・その他（　　　　　　　　　　　　　　）

	○事故発生に係る背景（事故発生以前に支援中に事故が発生する予兆は見られたか，過去に同様の事例はあるか，過去に利用者間同士でトラブルはあったのか，何故事故が生じたのか　等）

	報告書作成者
	職：　　　　　氏名：
	℡　　　（　　　）


＊　この様式は，倉敷市の受給者に対して障がい福祉サービスを提供した際に生じた事故について，事故発生後７日以内に倉敷市障がい福祉課または各福祉事務所へ提出してください。（Fax可）
	事業者→市役所


＊　様式２「（介護・訓練等給付費，地域生活支援事業）障がい福祉サービスの提供に係る事故報告書2/2」については，詳細な過程及び再発防止への対応，改善策等を記載して１ヶ月以内に提出してください。
　　　　（介護・訓練等給付費，地域生活支援事業）の
　　　　　障がい福祉サービス提供に係る事故報告書　【2/2】
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日
	指定事業所番号
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


倉敷市長　　様
指定事業所所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　事業所名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　管理者の
　　　　　　　　　　　　　　　　職・氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	対象者受給者番号
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	対象者氏名
	

	事故発生日時
	　　　令和　　年　　月　　日　　午前・午後　　　時　　分頃

	○第１報後の対応・経過
（本人，家族への説明内容とそれに対する反応は必ず記載すること）


	報告先
	報告・説明日時

	
	医　師
	　／　　　：

	
	管理者
	　／　　　：

	
	担当指導員
	　／　　　：

	
	関係機関
	　／　　　：

	
	
	　／　　　：

	
	
	

	
	
	　／　　　：

	
	本人説明
	　／　　　：

	
	家族説明
	　／　　　：

	
	
	　／　　　：

	○再発防止に向けた対応・改善策等（今後事故が起こらないようにするためにとった（又はとるべき）対策）


	損害賠償の状況
	　　□有　（□完結　□継続　□未交渉）　　□無　　　□未確定

	報告書作成者
	職：　　　　　　氏名：
	℡　　（　　　）


＊　記入欄が不足するときは必要に応じて別紙に記載し，資料があれば添付してください。
＊　この様式は，様式１に引き続き，事故発生から１ヶ月以内に倉敷市障がい福祉課または各福祉事務所へ提出してくだい。
＊　この報告書提出時に事故が完結していない場合は，改善策等の欄に現在の進捗状況及び事故完結見込等も合わせて記載してください。
	事業者→市役所


障第８３７５号
平成２６年　２月１０日
倉敷市を事業実施区域とする

障がい福祉サービス事業所　管理者　　様

倉敷市長　伊　東　香　織

（福祉部障がい福祉課扱い）

介護給付費・訓練等給付費等の障がい福祉サービス提供に係る事故報告について（通知）

　このことについて，障害者総合支援法（平成１７年法第１２３号）及び児童福祉法（昭和２２年法第１６４号）による倉敷市指定障害福祉サービスの事業等の人員及び運営に関する基準を定める規則（平成２５年３月２６日規則第３６号）及び児童福祉法に基づく指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営の基準等を定める条例（平成二十四年十月五日岡山県条例第四十九号）等関連法令により，事故等が発生した場合の市への報告についての様式を，別紙「障がい福祉サービスの提供に係る事故報告基準」のとおり修正しましたので通知します。
記

１　適用年月日　　　　平成２６年　２月１０日

２　市に報告すべき事故の範囲

　(１)　倉敷市の障がい福祉サービス受給者に対し，サービス等を提供した時に生じた入・通院等の加療を伴う事故，死亡事故，損害賠償事故及び保健所等へ通報が義務付けられた食中毒，感染症等。

　(２)　(１)以外に市から報告を求めた事故

＊　過失のいかんを問わず，障害者総合支援法・児童福祉法に基づき利用者に対し福祉サービスを提供している間に生じた上記の事故が報告の対象となります。

３　報告の方法

　　次のように第１報，第２報と，１回の事故につき２回報告してください。

(１)　第１報の報告

事故発生後７日以内に，事故発生の概要について「（様式１）介護給付費・訓練等給付費の提供に係る事故報告書1/2」をファックス又はEメールで，倉敷市障がい福祉課又は各福祉事務所へ提出してください。

(２)　第２報の報告

事故発生後１ヶ月以内に，事故発生時の対応，今後事故を未然に防ぐための改善等について「（様式２）介護給付費・訓練等給付費の提供に係る事故報告書2/2」を提出してください。

なお，事故発生後１ヶ月の時点では，当該事故が完結していない場合には，改善策等に合わせて，その時点での進捗状況や完結の見込なども改善策の欄に記載してください。

	（問い合わせ先）倉敷市保健福祉局福祉部障がい福祉課

Tel: 086-426-3305　　Fax: 086-421-4411

　　　　　　　Mail: wlfdsb@city.kurashiki.okayama.jp


様式１，２では，記入欄が不足する場合や資料があるときは，必要に応じて別紙に記載し添付してください。

障がい福祉サービスの提供に係る事故報告基準

　　　　　　　　　　　　　平成２６年　２月１０日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　倉敷市役所福祉部障がい福祉課

１　市に報告すべき事故

　　倉敷市指定障害福祉サービスの事業等の人員及び運営に関する基準を定める規則（平成25年3月26日規則第36号）及び児童福祉法に基づく指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営の基準等を定める条例（平成二十四年十月五日岡山県条例第四十九号）等関連法令に基づき，指定がい福祉サービス事業者等において，利用者に対する支援サービスの提供により事故が生じた場合には，速やかに利用者の家族及び関係行政機関に連絡し，必要な措置を講じるとともに，その事故が賠償すべき事故である場合には，速やかに損害賠償を行わなければなりません。

　　あわせて，事故の程度が次の各項のいずれかに該当するときは，遅滞なく市に報告する必要があります。

　(１)　利用者に対する障がい福祉サービス等の提供により発生した事故により医療機関等への受診が必要となった事故

　(２)　利用者に対する障がい福祉サービス等の提供中に救急通報を行った事故。なお，利用者の疾病によるものも含む

　(３)　利用者に対する障がい福祉サービス等の提供など業務遂行により発生し，若しくは請求された損害賠償事故

　(４)　食中毒及び感染症等で法令により保健所等へ通報が義務付けられている事由の事故及び利用者，職員等に広く感染する恐れのある症例，事故

　(５)　その他市が報告を必要と認める事故

２　報告の期限

　(１)　事故報告書1/2（様式１）は第１報として，事故発生後７日以内に倉敷市に提　　　　　出すること。ファックス，Eメールでの報告も可能とします。

　(２)　事故報告書 2/2（様式２）は，経過報告及び再発防止への対応・改善策を記載し，事故発生後１ヶ月以内に倉敷市に提出すること。ただし，１ヶ月を経過しても事故が完結していないときは記入日現在の進捗状況等も記載のこと。

３　報告先

○　倉敷市役所保健福祉局福祉部障がい福祉課（倉敷社会福祉事務所）

　　　　　住　所　　〒710-8565　倉敷市西中新田６４０番地

　　　　　電　話　　086－426－3305　　　　Fax　　086－421－4411

　　　　　E-mail　　wlfdsb@city.kurashiki.okayama.jp
○　倉敷市役所水島保健福祉センター福祉課（水島社会福祉事務所）

　　　　　住　所　　〒712-8565　倉敷市水島北幸町１－１

　　　　　電　話　　086－446－1114　　　　Fax　　086－447－0551

　　　　　E-mail　　wlf-mz@city.kurashiki.okayama.jp
○　倉敷市役所児島保健福祉センター福祉課（児島社会福祉事務所）

　　　　　住　所　　〒711-8565　倉敷市児島小川町３６８１－３

　　　　　電　話　　086－473－1119　　　　Fax　　086－474－2270

　　　　　E-mail　　wlf-kj@city.kurashiki.okayama.jp
○　倉敷市役所玉島保健福祉センター福祉課（玉島社会福祉事務所）

　　　　　住　所　　〒713-8565　倉敷市玉島阿賀崎１－１－１

　　　　　電　話　　086－522－8118　　　　Fax　　086－525－5866

　　　　　E-mail　　wlf-tm@city.kurashiki.okayama.jp
○　倉敷市役所玉島保健福祉センター真備分室（玉島社会福祉事務所真備分室）

　　　　　住　所　　〒710-1398　倉敷市真備町箭田１１４１－１

　　　　　電　話　　0866－98－5113　　　　Fax　　0866－98－1591

　　　　　E-mail　　wlf-mb@city.kurashiki.okayama.jp
４　法的根拠

○障害者総合支援法関連（全サービスについて準用）

・障害者総合支援法（平成17年11月7日法律第123号）（報告等）第9条

・倉敷市指定障害福祉サービスの事業等の人員及び運営に関する基準を定める規則（平成25年3月26日規則第36号）(事故発生時の対応)第30条
・倉敷市障害福祉サービス事業の設備及び運営に関する基準を定める規則(平成25年3月26日規則第34号）(事故発生時の対応)第20条

・倉敷市指定障害者支援施設等の人員及び運営に関する基準を定める規則(平成25年3月26日規則第39号）(事故発生時の対応)第49条
・倉敷市障害者支援施設の運営に関する基準を定める規則(平成25年3月26日規則第35号）(事故発生時の対応)第35条
○児童福祉法関連

・児童福祉法（昭和22年12月12日法律第164号）（文書の提出等）第24条の15

・児童福祉法に基づく指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営の基準等を定める条例（平成二十四年十月五日岡山県条例第四十九号）(事故発生時の対応)第五十三条

・児童福祉法に基づく指定障害児入所施設等の人員、設備及び運営の基準等を定める条例（平成二十四年十月五日岡山県条例第五十号）(事故発生時の対応)第五十条

○相談支援関連（地域定着支援事業は地域移行支援を準用）

・障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定計画相談支援の事業の人員及び運営に関する基準（平成二十四年三月十三日厚生労働省令第二十八号）（事故発生時の対応）第二十八条
・障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定地域相談支援の事業の人員及び運営に関する基準（平成二十四年三月十三日厚生労働省令第二十七号）（事故発生時の対応）第三十六条
・児童福祉法に基づく指定障害児相談支援の事業の人員及び運営に関する基準（平成二十四年三月十三日厚生労働省令第二十九号）（事故発生時の対応）第二十八条
５　基準適用（施行）年月日

　　平成２６年　２月１０日

様式１





様式２








